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宮崎県の紹介

人口

1,013,339人
（473,264世帯）

※R8.3.1時点

面積

7,734.16㎢

日本一（過去実績も含む）
宮崎牛、日向夏、スギ、焼酎



総務部 総務課 総務担当

文書・情報公開
担当

法制担当

個人情報保護

情報公開条例

公印規定

文書事務の
デジタル化

文書取扱規定

文書収発

印刷歴史的文書

〇組織体制



沿革

2002 宮崎県文書センター設立
・保存期間が経過した公文書のうち、歴的的価値のあるもの
・県史編さんの過程で収集した歴史資料文書

1990 文書取扱規定（訓令第５号）制定

県庁内の文書作成～廃棄などに関する基本的なルール

2006 初代文書管理システム導入

利用低迷により約３年で廃止となる

2009 ２代目文書管理システム導入

３代目文書管理システム導入2024.4

利用率低調のまま

K-Plex Inc社製「CgangeMagic/iDSS」



時期尚早であったことやシステムを受け入れる体制（耐性）が十分ではなく
利用率低調のままシステム廃止となった

Problem

①

ユーザビリティの低さ 組織風土・心理的な壁プロセス置き去りの電子化

Problem

②
Problem

③

長年培われた紙文化に慣れており
デジタルツールに対する壁が存在

「紙での確認の方が早いし慣れている方が
安心」「物理的な実態のない電子データは
不安」という心理が電子化の足かせに

設定の複雑さや添付書類確認の
煩わしさによる強いストレス

個人設定項目の多さ
決裁ルート設定の煩雑さ
添付書類を開く手間

紙決裁時の業務プロセスのまま導入

文事事務に係るルール等の庁内統制が
十分にとれていない状況であった

過去の苦労



コロナ渦

国を挙げたDXの加速

当県における不適切な文書管理

公文書管理の適正化

文書事務の効率化

デジタル社会実現

働き方改革

当時の置かれている環境



新文書管理システムの導入

選定ポイント 職員全員にとっての使いやすさを最も重視

導入基本方針

“利用ハードルを下げる”

“ルール見直し”

“慎重かつ丁寧に”

・「便利だからぜひ使ってみてください」というスタンスでアピール
・気軽に参照できるように簡単マニュアルを作成
・あえて紙決裁を残す余地をつくり判断基準を示す

電子決裁に対応したルール見直し

Policy
1

Policy
2

Policy
3

・通常よりも長く導入期間を設ける
・旧システムと並行運用する仮運用期間を設け、利用者の声を吸い上げる



新文書管理システムの特徴①

収受 起案 承認・決裁 施行・完結 保存・廃棄

文書の収受～廃棄に至る過程において、権限に基づき必要な文書に
電子的にアクセスし、業務処理できる環境・管理を実現

文書DB



承認・決裁者は添付文書を開くことなく
起案文書と纏めてスクロールで確認可能

添付①

添付②

添付③

起案

新文書管理システムの特徴②



多様で柔軟な回議ルート設定が可能

起案者 決裁者承認者

代理決裁者

※不在

起案者 決裁者承認者

代理決裁

承認予約

代決

承認予約

起案者 決裁者承認者

差戻し・引戻し・引上げ

差戻し

引戻し 引上げ

新文書管理システムの特徴③



完結文書は電子上の簿冊に自動保存
簿冊管理もシステム上で可能

簿冊の統合 簿冊の移管・廃棄

主務課 総務課

簿冊の分割

新文書管理システムの特徴④



現状

電子決裁率の推移 紙決裁の理由

39%

19%

16%

12%

9%
4%

紙文書のスキャン困難

機密情報を含む

緊急を要する

会計文書と一連性

修正箇所が多い

その他

26%
24% 24% 25%

30%

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

やや右肩上がり

FY25 FY26



今後の取組

文書事務の
効率化

文書管理システム普及活動

紙決裁の要因を分析し、
環境整備・目標管理で電子化を推進

他システムとの連動

財務会計・電子署名システムと連動し
紙出力の機会を制限

ルール整備

紙・電子の境界を整備
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